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Ｐ０９０１０ 

 

（ナノテク・部材イノベーションプログラム）  

「グリーン・サステイナブルケミカルプロセス基盤技術開発」基本計画 

 

環境部 

電子・材料・ナノテクノロジー部 

 

１．研究開発の目的・目標・内容 

（１）研究開発の目的 

我が国の化学品製造産業は、国際的に高い技術力と競争力を有し、経済社会の発展を支えてい

るが、地球温暖化問題、資源枯渇問題が現実化しつつある中で様々な課題を抱えてもいる。製造

に際しては、有害な添加物(ハロゲン、重金属等)の利用、過度の高機能化追求に伴うプロセスの

多段化等によるエネルギー消費の増大、中間工程における廃棄物の大量排出、リサイクルに不向

きな製品の大量廃棄(廃棄処分場の不足等)などが問題となっている。一方、生産に必要な多くの

原材料等は限られた産出国からの輸入に頼らざるを得ない状況にあり、今後、将来にわたって安

定的に化学品が製造できるか危惧されている。さらに、欧州ではＲｏＨＳ指令、ＲＥＡＣＨ規制

の導入や中国などでの自主的な化学物質排出規制の制定など、化学品の製造に関連する環境対策

が世界的に強化されている。 

このような背景の下、我が国の全産業の基幹となる化学品を持続的に生産、供給していくため

には、これまでの大量消費・廃棄型生産プロセスから脱却して、持続的な生産が可能なプロセス

による供給体制の構築が急がれる。そこで、これら資源、エネルギー、環境の制約問題を克服し、

高機能な化学品の持続的製造を可能とする基盤技術の確立を目指し、『部材分野の技術戦略マッ

プを活用し、将来の部材の基盤技術の方向性を見定め、材料関係者だけでなく多様な連携による

基盤技術開発の支援で、部材分野の技術革新を促進すること』を目的とした「ナノテク・部材

イノベーションプログラム」に位置付けて本事業を実施する。また、資源生産性向上を目指す

ことを提言した「新経済成長戦略のフォローアップと改訂」（平成２０年９月１９日閣議決定）

においても「地球温暖化、世界的な資源の需給逼迫に対応して、抜本的な省エネ、省資源技術の

確立を目指すべく、グリーン・サステイナブルケミカルプロセス基盤技術開発を推進する。」こ

ととされている。 

本事業では、化学品の製造プロセスにおけるシンプル化、クリーン化、省エネ化、原材料・資

源の多様化・有効利用、更に、廃棄物の減容化、容易なリサイクル等を実現し、産業競争力強化、

国際規制の先取りを図って、将来にわたっても持続的に化学製品を製造するために必要な新規な

グリーン・サステイナブルケミカルプロセス（以下「ＧＳＣプロセス」という）の研究開発を行

う。想定される研究開発課題としては、ⅰ)有害な化学物質を削減できる、又は使わない、ⅱ)

廃棄物、副生成物を削減できる、ⅲ)資源生産性を向上できる、等による独創的で革新的な化学

プロセスを通じた化学品の開発であり、これら研究開発を通じてプロセスイノベーションやマテ

リアルイノベーションを早期に実現することを目的とする。これにより、我が国全体の産業競争
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力強化と環境負荷低減を飛躍的に促進することができ、新産業創造戦略及び世界全体をリードし

たサステイナブルな産業構造への貢献が期待できる。 

 

（２）研究開発の目標  

本研究開発では、既存の化学品等の製造において、これまでにないシンプル化(高い原子効率)、

クリーン化、原材料・資源の多様化・有効利用が実現できる新規プロセスや既存の化学品に比べ

て、使用から廃棄にわたるライフサイクルにおいて、大幅な省エネ効果、廃棄物の減容化、容易

なリサイクル等が実現できる新規な化学品の製造等、今後、持続的に製造可能となるプロセスイ

ノベーション、マテリアルイノベーションに資する革新的な研究開発を行う。研究開発目標は下

記のとおりである。 

 

【研究開発目標】   

①有害な化学物質を削減できる、又は使わない革新的プロセス及び化学品の開発： 

・ハザードの大きな溶媒、化合物等の使用に対して大幅な削減が見込めること。 

・ライフサイクルにわたり大幅な省エネ効果、安全性、軽量化、長寿命化等に大幅な改善が見

込めること。 

②廃棄物、副生成物を削減できる革新的プロセス及び化学品の開発： 

・e-ファクター(副生成物量(＝産業廃棄物量)/目的生成物量)の大幅な低減、廃棄物、排水量等

に対して大幅な削減が見込めること。 

・ライフサイクルにわたり大幅なリサイクル率(カスケードリサイクル含む)向上、軽量化、長

寿命化等の大幅な改善が見込めること。 

③資源生産性を向上できる革新的プロセス及び化学品の開発： 

・石油化学品、機能性化学品合成、生成物分離、副生ガス分離など、大量エネルギー消費に関

わる単位操作のプロセスにおいて大幅な消費エネルギー削減が見込めること。 

・ライフサイクルにわたり大幅なリサイクル率(カスケードリサイクル含む)、安全性、軽量化、

長寿命化等の大幅な改善が見込めること。 

④化学品原料の転換・多様化を可能とする革新グリーン技術の開発： 

・化学品に使用される石油由来原料について、気体原料や植物由来原料等への大幅な転換・多様

化が見込めること。 

・ライフサイクルにわたり大幅な二酸化炭素の排出の抑制が見込めること。 

 

上記項目において顕著な効果が期待できる目標を達成するとともに、他の項目（性能、コスト

等）に対しても既存のプロセス、化学品の製造に対して同等レベル以上であること。なお、研究

開発項目①～④に関する具体的な研究開発テーマの研究開発目標は、別紙の研究開発計画におい

て設定するものとする。 

 

（３）研究開発の内容  

本研究開発は、社会状況、「グリーン・サステイナブルケミストリー技術戦略ロードマップ」

を勘案して独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、「ＮＥＤＯ」という。）及
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び経済産業省が協議して政策的に重要と判断した研究開発テーマを優先的に実施する。具体的に

は、化学品等の製造プロセスの中でシンプル化、クリーン化、省エネ化、原材料・資源の多様化・

有効利用、廃棄物の減容化、容易なリサイクル等の観点から、①有害な化学物質を削減できる、

又は使わない革新的プロセス及び化学品の開発、②廃棄物、副生成物を削減できる革新的プロセ

ス及び化学品の開発、③資源生産性を向上できる革新的プロセス及び化学品の開発、④化学品原

料の転換・多様化を可能とする革新グリーン技術の開発を委託により実施する。なお、研究開発

項目①～④に関する具体的な研究開発テーマについては、別紙の研究開発計画に基づいて実施す

るものとする。 

 

【研究開発項目】 

［委託事業］ 

①有害な化学物質を削減できる、又は使わない革新的プロセス及び化学品の開発： 

ハザードの大きな溶媒等を削減、又は使わないクリーンプロセス及び有害物質を含まない化学

品を開発するために必要な水溶性触媒、無溶媒、親水性溶媒、相間移動触媒、有機合成の触媒化

等を利用した革新的な技術を開発する。 

・「水、アルコール等で機能する触媒の高機能化、回収・再生及び製造に関する共通基盤技術」 

 

②廃棄物、副生成物を削減できる革新的プロセス及び化学品の開発： 

副原材料、廃棄物を大幅に削減できるクリーンプロセス、又はシンプルプロセスを利用した化

学品を開発するために必要な酸化反応、エステル化等に利用できる新規触媒による革新的な技術

を開発する。 

・「新規な触媒固定化技術による生産プロセス技術に関する共通基盤技術」 

・「高選択酸化技術による生産プロセス技術に関する共通基盤技術」 

 

③資源生産性を向上できる革新的プロセス及び化学品の開発： 

石油化学品、機能性化学品合成、生成物分離、副生ガス分離等に対して大幅な消費エネルギー

削減が可能となるクリーンプロセスを開発するために必要な触媒、膜材料、分離材料、吸着剤、

選択加熱法による革新的な技術を開発する。 

・「触媒を用いる革新的ナフサ分解プロセス基盤技術開発」 

・「規則性ナノ多孔体精密分離膜部材基盤技術の開発」  

・「副生ガス高効率分離・精製プロセス基盤技術開発」 

・｢微生物触媒による創電型廃水処理基盤技術開発｣ 

 

④化学品原料の転換・多様化を可能とする革新グリーン技術の開発 

気体原料を高効率に有効利用する技術や植物由来原料から有用な化合物を合成するプロセス及

びこれらのプロセスから得られる化合物や既存の非化石由来原料から得られる化合物から高機能

化部材を製造するプロセスの開発を行い、全体システムとして高度化・多様化する革新的な技術

を開発する。 
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・「気体原料の高効率利用技術の開発」 

・「植物由来原料から化合物を合成するプロセスの開発」 

・「高機能化部材製造プロセスの開発」 

 

２．研究開発の実施方式  

（１）研究開発の実施体制  

研究開発項目①及び②は、経済産業省により、企業、大学等（委託先から再委託された研究開

発実施者を含む。）から公募によって研究開発実施者が選定され、共同研究契約等を締結する研

究体が構築され、平成２０年度より委託により実施されている。平成２１年度よりＮＥＤＯが本

研究開発を運営・管理するに当たっては、平成２０年度の進捗状況を踏まえた研究開発内容・計

画及び実施体制の妥当性について、外部有識者による審議を含めた評価を行った上で最適な研究

開発体制を構築し、委託して実施する。さらに、研究開発項目③及び④については、平成２１年

度よりＮＥＤＯが、単独ないし複数の原則、本邦の企業、大学等の研究機関（原則、本邦の企業

等で日本国内に研究開発拠点を有していること。なお、国外の企業等（大学、研究機関を含む）

の特別の研究開発能力、研究施設等の活用、又は国際標準獲得の観点から国外企業等との連携が

必要な部分を、国外企業等との連携により実施することができる。）から公募によって研究開発

実施者を選定後、共同研究契約等を締結する研究体を構築し、委託して実施する。 

共同研究開発に参加する各研究開発グループの有する研究開発ポテンシャルを最大限に活用

することにより効率的に研究開発推進を図る観点から、委託先決定後にＮＥＤＯが指名する研究

開発責任者（プロジェクトリーダー）を研究体に置き、その下に研究者を可能な限り結集して効

率的な研究開発を実施する。 

 

（２）研究開発の運営管理  

研究開発全体の管理・執行に責任を有するＮＥＤＯは、研究体ごとにプロジェクトリーダーを

設置し、担当範囲を明確にする。また、ＮＥＤＯは、経済産業省及びプロジェクトリーダー等と

密接な関係を維持し、更には、国内外の類似する技術開発の把握に努め、本研究開発の目的及び

目標に照らして適切な運営管理を行う。具体的には、プロジェクトリーダー、委託先機関等から

のヒアリングにより、開発目標に対する成果状況などの報告を受けるほか、自ら当該分野の国内

外における技術開発動向の調査や技術マップの調査・更新を行い、次年度の業務委託の可否や、

実施内容、予算規模の見直しを図る。優れた研究成果を上げている研究体に対しては、研究加速

についても弾力的に対処するなど予算の効果的配分に努める。また、成果の早期達成が可能と認

められた研究体については、期間内であっても研究を完了させ、実用化へ向けた実質的な研究成

果の確保と普及に努める。さらに、新たな研究開発テーマの検討に資する情報を収集するための

先導的調査研究を行う。 

④「化学品原料の転換・多様化を可能とする革新グリーン技術の開発」については、個別の研

究体毎に、研究開発責任者を設置する。また、ＮＥＤＯは、経済産業省及び研究開発責任者等と

密接な関係を維持し、更には、国内外の類似する技術開発の把握に努め、本研究開発の目的及び

目標に照らして適切な運営管理を行う。 

 



 

5 

３．研究開発の実施期間 

  本研究開発の期間は、平成２１年度から平成２７年度までの７年間とする。なお、社会的な要

請、緊急性を勘案して、新規テーマの追加、研究実施期間を延長する場合もある。 

平成２０年度から経済産業省により「グリーン・サステイナブルケミカルプロセス基盤技術開

発」として実施された研究開発項目①、②については、平成２１年度よりＮＥＤＯの事業として

平成２３年度まで実施する。 

なお、研究開発項目②については平成２３年度までに、従来のハロゲン等を含む酸化剤に対し

て、クリーンな酸化剤である過酸化水素の活用を実現するために三元系触媒反応プロセスを確立

し、選択的な酸化が容易な単純な構造の多官能オレフィンを高効率で酸化することで、電子部材

等の商品化につながる化合物合成の実用化にめどをつけた。しかし、平成２３年度までに実用化

にめどをつけた過酸化水素酸化技術では、加水分解し易い構造の多官能オレフィンについては実

用化に要する水準までは酸化できない。これら高難度基質を高反応率、高選択率で酸化する酸化

触媒プロセスの開発と、これを用いた廃棄物、副生成物を抜本的に削減できる触媒反応プロセス

及び化学品の開発を行うことで、ハロゲン化物等の有害な化学物質を用いないクリーンな酸化プ

ロセスの適用範囲を一層拡大させるため、平成２４年度に一部を追加的に実施する。 

研究開発項目③－１～３については、平成２１年度よりＮＥＤＯの事業として平成２５年度ま

で実施する。研究開発項目③－４については、平成２４年度から平成２７年度までの計画とする。

「明日の安心と成長のための緊急経済対策（平成２１年度補正予算（第２号））」により実施し

た研究開発項目④については、平成２２年度補正予算(第１号)等による追加予算の充当に伴い、

研究内容の見直し及び期間延長を行い平成２１年度から平成２４年度までの計画とする。平成２

４年度以降の目標・計画については、研究開発費の確保状況、当該研究開発の進捗状況等を総合

的に勘案し、見直しを行う。 

 

４．評価に関する事項 

  ＮＥＤＯは、技術的及び産業技術政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術

的意義及び将来の産業への波及効果等について、研究開発テーマ(研究開発項目①、②、③)ごと

に中間評価を事業開始３年目(５年以上の研究期間を有する研究開発テーマ、③-4 は除く)に、事

後評価を終了年度の次年度にそれぞれ外部有識者により実施する。④については、制度評価指針

に基づき、制度評価を終了年度の次年度に、原則、内部評価により実施する。なお、評価の時期

については、当該研究開発に係わる技術動向、政策動向や当該研究開発の進捗状況等に応じて、

前倒しする等、適宜見直すものとする。 

 

５．その他の重要事項 

（１）研究成果の取扱い  

ＮＥＤＯは、研究開発実施者に対して、研究成果の広範な導入・普及に努めるものとする。 

 

（２）知的基盤整備事業又は標準化等との連携 

得られた研究開発の成果については、知的基盤整備又は標準化等との連携を図るため、データ
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ベースへのデータの提供、普及促進策としての国内外の強制規格の把握・対応、及び標準化戦略

について、初期の段階からその必要性を十分に確認・検討した上で、必要な標準案の提案等を積

極的に行う。 

 

（３）知的財産権の帰属  

研究開発の成果に関わる知的財産権については、「独立行政法人新エネルギー・産業技術総合

開発機構  新エネルギー・産業技術業務方法書」第２５条の規定等に基づき、原則として、全て

受託者に帰属させることとする。 

なお、開発したシステムの事業化を見据えた知財戦略を構築し、適切な知財管理を実施する。 

 

（４）基本計画の変更 

ＮＥＤＯは研究開発内容の妥当性を確保するため、社会・経済的状況、研究開発動向、産業技

術政策動向、第三者による評価結果、研究開発費の状況、当該研究開発の進捗等を総合的に勘案

し、達成目標、実施期間、研究体制等、基本計画の見直しを弾力的に行うことができるものとす

る。 

 

（５）根拠法 

本プロジェクトは独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第十五条第１項第一号

ニ及び第二号に基づき実施する。 

 

（６）その他 

①～④以外の研究開発テーマで、社会状況等の緊急性を勘案して、産業競争力強化、大きな波

及効果が期待できる革新的なプロセス及び化学品に関する研究開発についても実施する場合があ

る。なお、研究開発目標は共通基盤技術、実用化技術の確立の点から充分なものと想定されるが、

本事業では数多くの独創的なＧＳＣプロセスによる高機能な素材・部材製造に関する研究開発テ

ーマの提案が期待されることから、適宜、最新の技術情報、有識者のヒアリング等を通じて柔軟

に研究開発目標の変更を行う。また、①～④以外の研究開発を実施する場合には、①～④に対す

る研究開発目標と同等以上とし、顕著な効果(副生成物削減、未利用/低品位資源の活用、長寿命

化、省エネ化、軽量化、リサイクル率向上等)が期待できる数値目標を立てることとする。 

 

６．基本計画の改訂履歴 

平成２１年 ３月、制定。 

平成２１年１２月、「明日の安心と成長のための緊急経済対策（平成２１年度補正予算（第２号））」 

に係る研究開発項目④追加による改訂。 

平成２２年 ８月、加速に伴い、（別紙）研究開発計画の研究開発項目③-2 の達成目標を修正。 

平成２３年 １月、平成２２年度補正予算第１号による研究開発項目④-4、④-5追加による改訂。 

平成２３年 ７月、根拠法改正に伴う改訂。 

平成２３年１０月、中間評価の結果に基づき、（別紙）研究開発計画の研究開発項目③-1 の内容

を修正 
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平成２４年 ３月、③-4 追加による改訂。 

平成２４年 ９月、研究開発項目②の一部追加実施に伴う改訂。 

平成２５年 ２月、研究開発項目③-1 の目標修正、研究開発項目④の期間修正、評価に関する事

項修正、業務方法書の改正による改訂。 

平成２６年 ９月、「先導的調査研究」の追記に伴う改訂。 
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（別紙）研究開発計画 

 

研究開発項目① 「有害な化学物質を削減できる、又は使わない革新的プロセス及び化学品の開発」 

 

１．研究開発の必要性 

安全性が高い溶媒（水、アルコール等）で機能する触媒反応や無溶媒反応は、従来有機溶媒中

で行われてきた化学品製造プロセスを代替することで、有害な有機溶媒の使用量を抜本的に改善

することが期待できる技術である。しかしながら、これら新規反応の多くは、ラボスケールの研

究開発段階にあり、工業プロセス化を進めるためには、水、アルコール等での触媒活性、選択性

の更なる向上、触媒寿命・耐久性の向上、生成物と触媒との分離・精製技術及びスケールアップ

等の生産システム化に向けた基盤技術の開発が必要である。 

本研究開発では、水、アルコール等で機能する触媒を利用することでハザードの大きい有機溶

媒等を使用しないクリーンな生産システムを実現するための共通基盤技術の確立を行う。 

 

２．研究開発の具体的内容 

 研究開発目標を達成するため、具体的に下記の内容の研究開発を実施する。 

（１） 水、アルコール等で機能する触媒の高機能化、回収・再生及び製造に関する共通基盤技術 

現状の工業プロセスにおいては、有機合成反応は有機溶媒中で行われている。これを環境に優

しい水、アルコール等の溶媒に置き換えることで環境負荷の大幅な削減が期待できる。これまで

も水系で機能する新規な触媒が開発されてきているものの、その多くはラボスケールの実験結果

であり、生産プロセスを指向した技術開発は十分に行われていない。本研究開発では、水、アル

コール等で機能する触媒の活性、選択性及び耐久性の向上、分離回収・再生技術、触媒製造技術

等の実用化生産システム化に向けた共通基盤技術を確立する。 

 

３．達成目標 

（１） 水、アルコール等で機能する触媒の高機能化、回収・再生及び製造に関する共通基盤技術 

中間目標（平成２１年度末） 

①水、アルコール等で機能する触媒の活性・耐久性向上 

・水、アルコール等で機能し、反応率７０％以上、選択率７０％以上の触媒プロセスを開発す

る。 

②触媒反応プロセス、分離回収・再生技術に関する共通基盤技術 

・反応物から触媒及び生成物を効率的に回収する反応システムを設計し、ラボスケール装置に

より、生産量(処理量)０．１ｋｇ～１０ｋｇ/日以上を達成する。 

・水、アルコール等で機能する新規触媒反応プロセスに関する試設計、開発を行う。 

 

最終目標（平成 23 年度末） 

①水、アルコール等で機能する触媒の活性・耐久性向上 

・水、アルコール等で機能し、反応率８０％以上、選択率９０％以上の触媒プロセスを開発す
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る。 

②触媒反応プロセス、分離回収・再生技術に関する実用化基盤技術 

・生産量（処理量）１０ｋｇ～数ｔ/日以上を想定し、ベンチスケール装置により、実用化規模

プロセスの概念設計を行う。 

 

なお、本研究開発終了後、実用化技術として、コスト低減、早期の市場導入に対して大きな寄

与が期待できる技術レベルを確立すること。 
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研究開発項目② 「廃棄物、副生成物を削減できる革新的プロセス及び化学品の開発」 

 

１．研究開発の必要性 

昨今、化学品を製造する有機合成反応では、e-ファクター(副生成物量(＝産業廃棄物量)/目的

生成物量)が１０～１００以上と、生産に伴う大量の廃棄物を排出しているため、無害化処理に多

大なコストが掛かっている。数多くの有機合成反応を触媒反応に置き換えることが出来れば、こ

れまでの大量の廃棄物を大幅に削減することが可能となる。しかしながら、有機合成反応を触媒

反応に置き換える場合、金属活性種を担体に担持しても、十分な活性、選択性を保持できるか、

担持触媒からの金属種の流出を十分抑えることができるか、といった問題の解決が重要となる。

今後、ますます高まるであろう環境規制の強化に対応するためにも、より安定性、耐久性（長寿

命）に優れ、かつ高活性、高選択性を有する触媒とその固定化技術及び新規な固定化触媒を用い

て高付加価値生産に寄与できるプロセス技術の開発が必要である。一方、化学産業における酸化

プロセスは全化学プロセスの３０％を超える重要な基幹プロセスであるものの、ハロゲン等を含

む有害な廃棄物を大量に排出するプロセスとなっている。したがって、これまでにないクリーン

で難易度の高い高選択酸化触媒が開発されれば、精密化学品や電子材料等の普及に伴い、ますま

す需要が見込まれるオレフィン類やケトン類を含む化合物における特定の官能基を、選択的に酸

化することによる高付加価値な化学品が合成できるばかりでなく、大幅な廃棄物の削減を実現す

ることができる。しかしながら、これらの高性能触媒による工業プロセス化に向けては、新規な

高性能触媒の開発ばかりではなく、触媒回収・再生技術やスケールアップなど生産プロセスに関

する基盤技術の確立も重要となる。 

本研究開発では、（１）新規な触媒固定化技術 （２）高選択酸化触媒反応による廃棄物、副生

成物を抜本的に削減できる革新的プロセス及び化学品の開発のための共通基盤技術の確立を行う。 

 

２．研究開発の具体的内容 

（１）新規な触媒固定化技術による生産プロセス技術に関する共通基盤技術 

触媒を利用した化学プロセスが抱える問題点として、触媒として利用している金属の反応場へ

の流出、生成物への混入、及び反応で劣化した触媒（希少金属を含む）の大量廃棄が挙げられる。

回収・再使用可能な新規な固定化技術により、これらの多くの問題が解決されることが期待でき

る。本研究開発では、高活性、高選択かつ再生可能な新規な固定化触媒の開発、更に開発された

新規な触媒を使った実用化プロセスに関する設計・開発等に関する共通基盤技術を確立する。 

 

（２）高選択酸化技術による生産プロセス技術に関する共通基盤技術 

オレフィン類やケトン類の選択酸化反応は化学品やポリマー材料の合成において極めて重要

なプロセスであるが、選択酸化反応の制御は技術的に困難であり、多くの副生成物（廃棄物）が

発生するプロセスとして知られている。ここでは、ハロゲン化物等の有害な化学物質を原料に用

いない高活性、高選択性を有する酸化触媒の開発、触媒回収・再生技術やスケールアップ等の生

産システム化に向けた共通基盤技術を確立する。 
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３．達成目標 

（１）新規な触媒固定化技術による生産プロセス技術に関する共通基盤技術 

中間目標（平成２１年度末） 

①高活性、高選択性かつ再生可能な新規な固定化触媒プロセスの開発 

・反応率７０％、選択性７０％、溶出金属回収率９０％以上。 

②新規な固定化触媒によるラボスケールでの生産 

・ラボスケール装置により、生産量０．１ｋｇ～１０ｋｇ/日以上を達成する。 

 

最終目標（平成２３年度末） 

①高活性、高選択性かつ再生可能な新規な固定化触媒プロセスの開発 

・反応率８０％、選択性９０％、溶出金属回収率９８％以上。 

②新規な固定化触媒による実用化プロセスに関する設計・開発 

・生産量１０ｋｇ～数ｔ/日以上を想定し、ベンチスケール装置により、実用化規模プロセスの

概念設計を行う。 

 

（２）高選択酸化技術による生産プロセス技術に関する共通基盤技術 

中間目標（平成２１年度末） 

①高性能触媒による高活性、高選択性酸化触媒プロセスの開発 

・オレフィン類やケトン類に対する選択酸化触媒プロセスを開発する。なお、オレフィン類の

選択酸化反応では反応率７０％以上、選択率７０％以上、ケトン類の選択酸化反応では反応

率６０％以上、選択率７０％以上とする。 

②高性能触媒によるラボスケールでの生産 

・ラボスケール装置により、生産量０．１ｋｇ～１０ｋｇ/日以上を達成する。 

 

最終目標（平成２３年度末） 

①高性能触媒による高活性、高選択性酸化触媒プロセスの開発 

・オレフィン類やケトン類に対して高活性、高選択性を有する酸化触媒プロセスを開発する。

なお、オレフィン類の選択酸化反応では反応率８０％以上、選択率９０％以上、ケトン類の

選択酸化反応では反応率８０％以上、選択率８０％以上とする。 

②高性能触媒による実用化プロセスに関する設計・開発 

・生産量１０ｋｇ～数ｔ/日以上を想定し、ベンチスケール装置により、実用化規模プロセスの

概念設計を行う。 

 

なお、本研究開発終了後、実用化技術として、コスト低減、早期の市場導入に対して大きな寄

与が期待できる技術レベルを確立すること。 

 

平成２４年度追加実施目標（平成２４年度末） 

 ①高性能触媒による高活性、高選択性酸化触媒プロセスの開発 
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・加水分解しやすい構造の多官能オレフィンに対して高活性、高選択性を有する酸化触媒プロ

セスを開発する。これら高難度基質の選択酸化反応では反応率８０％以上、選択率８０％以

上とする。 

②高性能触媒による実用化プロセスに関する設計・開発 

・生産量１０ｋｇ～数ｔ/日以上を想定し、ベンチスケール装置により、実用化規模プロセスの

概念設計を行う。 

 

なお、本研究開発終了後、実用化技術として、コスト低減、早期の市場導入に対して大きな寄

与が期待できる技術レベルを確立すること。 
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研究開発項目③-1 「資源生産性を向上できる革新的プロセス及び化学品の開発」 

（触媒を用いる革新的ナフサ分解プロセス基盤技術開発） 

 

１．研究開発の必要性 

国内の化学プラントにおける省エネ率は世界最高レベルであるものの、全産業に占めるエネル

ギー使用量は鉄鋼業に次ぐ２７％と膨大であり、１９８０年代以降は横ばい状況が続いている。

将来、国内の化学産業が持続的に高付加価値な機能性化学品(セミバルク、ファイン)を安定的に

供給するためには、クリーンかつ省エネで石油化学品を生産できる革新プロセスの開発が求めら

れている。現在、ナフサ接触分解は、エチレン、プロピレン、ブテン、BTX 等の石油化学品を生

産するための基幹プロセスであるが、現行技術では原料ナフサを８５０℃程度の熱分解で生産し

ており、この工程での消費エネルギー量は、化学産業全体の１６％（石油化学産業全体の３０％

強）を占めるに至っている。今後も長期間にわたりエチレンセンターが日本のみならず世界的に

化学産業の中核的存在であると見込まれることから、ナフサ接触分解プロセスにおいて、革新的

な高効率、省エネルギー化を図り、資源生産性の向上を図ることができるようになれば、２０３

０年以降においても化学産業における産業競争力、国際競争力の強化につながることが期待でき

る。 

本研究開発では、ナフサ分解プロセスにおいて、石油化学品の高収率、高選択、省エネルギー

化が可能となる新規な触媒を用いた接触分解プロセスに関する基盤技術を確立する。 

 

２．研究開発の具体的内容 

 研究開発目標を達成するため、具体的に下記の内容の研究開発を実施する。 

（１）触媒を用いる革新的ナフサ接触分解プロセス基盤技術開発 

現状のナフサ分解では、触媒は用いられておらず、熱分解でエチレン、プロピレン、ブテン、

BTX 等を生産している。このプロセスは、反応温度、反応時間、反応器の構造、フィード、経済

性等により収率、選択性が制限され、大量のエネルギー投入を必要とするため、このプロセスを

触媒化プロセスに転換することができれば、収率や選択率の改善、プロセスの低温化（省エネル

ギー化）等が期待できる。これまでにも、国内外で触媒の開発やナフサ接触分解の研究開発が行

われてきたものの、実用化に至ったものはなく商用生産プロセスを指向した技術開発は十分に行

われていないのが現状である。 

本研究開発では、新規触媒によるナフサ接触分解を実用化するため、触媒の開発・評価を行い、

触媒の性能向上、触媒劣化メカニズムの解析を行うことにより長寿命化を図る。ナフサ分解から

得られる目的生成物に対する収率、選択性を高めるとともに、プロセス内のエネルギーバランス、

分離工程におけるエネルギー消費の最適化を行い、既存熱分解プロセスを代替し得る、触媒を用

いたナフサ分解プロセスに関する基盤技術を確立する。 

 

３．達成目標 

（１）触媒を用いる革新的ナフサ接触分解プロセス基盤技術開発 

中間目標（平成２３年度末） 
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①高性能触媒による高収率、高選択プロセスの開発 

・エチレン、プロピレン、ブテン、BTX の収率の向上及び低温化を図れる触媒プロセスを開発

する。 

上記４成分への収率６３％以上(対熱分解比５％向上)又は、エチレン、プロピレンへの収率

４７％以上（対熱分解比５％向上）とする。 

・触媒寿命については、再生後の初期活性９０％以上を達成する。 

②高性能触媒によるラボスケールでの生産 

・ラボスケール装置により、ナフサ処理量０．２ｋｇ/日以上を達成する。 

 

 これらにより平成２３年度末までに、触媒の開発・評価を行い、ナフサ接触分解プロセスにお

ける最適な反応運転条件を決定する。 

 

最終目標（平成２５年度末） 

①高性能触媒による高収率、高選択プロセスの開発 

・エチレン、プロピレン、ブテン、BTX の収率の向上及び低温化を図れる触媒プロセスを開発 

する。 

上記４成分への生成物収率６６％以上（対熱分解比１０％向上）又は、エチレン、プロピレ

ンの収率５０％以上（対熱分解比１０％向上）とする。 

・触媒寿命については、再生５回後の初期活性９０％以上を達成する。 

・触媒の反応・再生については、再生サイクル（連続反応時間）４８時間、再生時間８時間を

達成する。 

②高性能触媒による実証規模プロセスに関する設計・開発 

・国内外で稼動している実プラントレベルの生産量を想定し、セミベンチスケール装置により、

ナフサ処理量：５ｋｇ/日以上を達成し、実証規模プロセスの概念設計を行う。 

 

なお、本研究開発終了後、実用化技術として、コスト低減、早期の市場導入に対して大きな寄

与が期待できる技術レベルを確立すること。 
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研究開発項目③-2 「資源生産性を向上できる革新的プロセス及び化学品の開発」 

（規則性ナノ多孔体精密分離膜部材基盤技術の開発） 

 

１．研究開発の必要性 

産業分野の約３０％超のエネルギーを消費している化学・石油関連産業では、そのうち約４０％

のエネルギーが、分離精製を目的とする蒸留プロセスで消費されている。そのために両産業分野

では長年にわたって効率改善に努力し、その技術は高度に洗練され、改善効果は頭打ちになって

いる。こうした背景にあって、更なる大規模な省エネルギー化を達成するためにはアプローチ手

法の革新的転換が必要であり、それを可能にするための現在考え得る唯一の技術が膜分離技術で

ある。 

本研究開発では、 

 耐水性･耐熱性が必要なイソプロピルアルコール／水混合物分離 

 耐水性･耐酸性･耐熱性が必要な酢酸／水混合物分離 

を対象とし、以下の基盤技術研究開発を行う。 

③-2-1 分離膜製造基盤技術及び分離膜評価技術の開発 

③-2-2 分離膜用セラミックス多孔質基材の開発 

③-2-3 モジュール化技術の開発 

③-2-4 試作材の実環境評価技術の開発 

 

２．研究開発の具体的内容 

③-2-1 分離膜製造基盤技術及び分離膜評価技術の開発 

（１）分離膜製造基盤技術 

・ 産業界において実用化ニーズの高いイソプロピルアルコール脱水用分離膜を開発する。あわ

せて、工業的ニーズの高い酢酸脱水用分離膜を開発する。 

・ モルデナイト（ＭＯＲ型）、ＺＳＭ－５（ＭＦＩ型）、Ｙ 型（ＦＡＵ型）などの各種規則性ナ

ノ多孔体膜合成条件を把握する。 

・ 水熱反応の条件（反応温度、圧力、原料組成、濃度等）と規則性ナノ多孔体膜の構造及び化

学組成の関係を系統的に調べるとともに、膜の分離能を評価し、両者を比較検討して膜組織

を制御するための要因を明らかにする。 

・ 構造欠陥のない分離膜の合成方法を確立する。 

・ 工業需要を満たすため、製造設備の制御因子（反応器の形状、加熱・加圧方法、結晶母液供

給方法等）について明らかにする。 

（２）分離膜評価技術 

・ 分離特性を支配する構造要因を明らかにする手法を開発する。 

・ 複雑な膜形状を有する分離膜の構造解析を支援するため、評価用モデル膜を用いて、分離膜

の構造と分離特性の関係を明らかにする。 

・ 分離膜の分離・吸着特性評価法を開発し、膜製造プロセスの開発を支援する。 
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③-2-2 分離膜用セラミックス多孔質基材の開発 

（１）セラミックス多孔質基材の開発 

研究開発項目③-2-1 の目標分離性能を達成するために必要なセラミックス多孔質基材特性（形

状精度、表面平滑性、蒸気透過性、最適細孔径、機械的強度、耐化学特性等）を満足する基材を

開発する。具体的には、原料の材質、粒子形状及びサイズ等の適正化と基材作製技術（成形、乾

燥、焼成）等の改良により、高性能なセラミックス多孔質基材を開発する。 

（２）多チャンネル型セラミックス多孔質基材の開発 

膜を集積化した構造を持つ多チャンネル型大面積基材を作製するための押出成形、乾燥、焼成

技術を開発する。安定した基材品質を維持する作製プロセスと評価技術を開発する。多チャンネ

ル型基材においては内管被覆となるので、内管被覆がしやすい(種結晶がつきやすい)内管表面の

構造を具備する多チャンネル型基材を開発する。 

 

③-2-3 モジュール化技術の開発 

（１）管状基材を用いたモジュール化技術 

研究開発項目③-2-1、③-2-2 で開発された分離膜部材を用い、接合部の熱的･化学的・物理的

安定性を保持しつつ管状基材を複数本束ねたマルチエレメントの格納形状を決定し、その有効利

用率を最大にする格納容器設計をする。 

（２）多チャンネル型基材を用いたモジュール化技術 

多チャンネル型基材を格納容器に接続できるよう、使用条件に耐えるシール材料の選定及びそ

の塗布方法を開発する。 

（３）膜分離解析モデル・シミュレーターの開発 

膜のモジュール化技術を支援するための膜分離解析シミュレーターの開発のため、規則性ナノ

多孔体分離膜の分離膜特性（透過度、分離係数）を定量的に表現するための数学モデルの導出、

分離膜特性の透過分離挙動の解析シミュレーターの開発、膜モジュールシミュレーターの開発、

膜モジュール設計手法と設計ツール等の開発を行う。 

 

③-2-4 試作材の実環境評価技術の開発 

（１）実環境評価検討 

・ 分離膜モジュールを、実稼動しているイソプロピルアルコール製造プラントの蒸留塔に付設

し、イソプロピルアルコールと水の混合実流体で分離試験をし、実用化技術の確立に向けて

の課題を抽出する。その際、分離流体の組成、単位面積あたりの処理量、モジュールの差圧

等の実用化技術の開発に必要となるデータを収集する。 

・ 連続運転試験に必要な監視・データ記録システムを構築し、上述のデータを収集する。 

・ 得られたデータを基に、プロセスシミュレーションを用いて分離プロセスを設計する。 

（２）プロセスシミュレーターの開発 

・ 既存の蒸留システムに分離膜モジュールを組み合わせたＨｙｂｒｉｄなプロセスシステムを

対象とし、エネルギー効率や機器サイズを検討可能なプロセスシミュレーターを開発する。 

・ 開発したプロセスシミュレーターを用いて、開発目標とする分離膜を想定した高効率・低コ
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スト分離プロセスを設計する。 

・ 既存の蒸留システムのプロセスフローに対して、分離膜モジュールを導入した場合のプロセ

スフローを想定し、ケーススタディーにより、分離膜モジュールを組み合わせた場合のプロ

セスシムテムの最適化や、既存の蒸留プロセスと比較した場合の省エネ化、低コスト化を定

量的に評価する。 

・ 上記検討結果を、適宜膜開発にフィードバックし、分離膜製造基盤技術の最適化を図る。 

 

３．達成目標 

③-2-1 分離膜製造基盤技術及び分離膜評価技術の開発 

（１）分離膜製造基盤技術 

イソプロピルアルコール脱水用： 

中間目標（平成２３年度末） 

 現行の市販無機膜の水の透過度が１～８×１０－９ｍｏｌ／(m2 s Pa)であるのに対し、同透過度

が８×１０－８ｍｏｌ／(m2 s Pa)、分離係数１００以上の分離膜を工業的に製造できる技術を開発

する。 

最終目標（平成２５年度末） 

 水透過度が２×１０－７ ｍｏｌ／(m2 s Pa)、分離係数２００以上の分離膜を工業的に製造でき

る技術を開発する。 

 また併せて、研究開発項目③-2-2 で開発される多チャンネル型管内壁の内部表面上に規則性ナ

ノ多孔体薄膜を製膜することにより分離膜を製造する技術を開発する。 

酢酸脱水用： 

中間目標（平成２３年度末） 

 水透過度８×１０－９ｍｏｌ／(m2 s Pa)、水と酢酸の分離係数が１００以上であり、耐酸性を有

する分離膜を工業的に製造できる技術を開発する。 

最終目標（平成２５年度末） 

水透過度２×１０－７ ｍｏｌ／(m2 s Pa)、水と酢酸の分離係数が２００以上であり、耐酸性を有

する分離膜を工業的に製造できる技術を開発する。 

（２）分離膜評価技術 

中間目標（平成２３年度末） 

・ 膜組織と分離特性の関係及び膜組織と合成条件の関係を明らかにする。 

・ 開発材の支援を可能とする評価法を確立する。 

・ 分離特性を支配する構造欠陥を評価するための評価法を確立する。 

最終目標（平成２５年度末） 

・ 評価技術を高度化し、より微細な構造解析を可能とする技術を確立する。 

・ 実環境評価によって試作材に関する技術課題を抽出し、それらを解決するための指針を示す。 

 

③-2-2 分離膜用セラミックス多孔質基材の開発 

（１）セラミックス多孔質基材の開発 
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中間目標（平成２３年度末） 

・ 水熱法等のケミカルプロセスによる分離膜製膜技術及びイソプロピルアルコール及び酢酸の

脱水プロセス条件下で大幅な強度劣化の生じない多孔質材料を開発する。 

・ 目標分離性能を実現する分離膜を担持可能な細孔径、蒸気透過性、表面平滑性、耐化学特性

を有する基材を開発する。 

最終目標（平成２５年度末） 

・ イソプロピルアルコール及び酢酸の脱水分離膜として長期使用した際に、大幅な強度劣化が

生じない多孔質材料を開発する。 

（２）多チャンネル型セラミックス多孔質基材の開発 

中間目標（平成２３年度末） 

・ 内管表面構造を制御する製造技術を開発する。 

・ 多チャンネル型基材 長さ１ｍ（管状 外径３０mm）当たり０．２ m2の膜面積を実現する。 

最終目標（平成２５年度末） 

・ 種結晶が均一に付着しやすい内管表面構造を有する多チャンネル型基材の製造技術を開発す

る。 

・ 多チャンネル型基材 長さ１ｍ（管状 外径３０mm）当たり０．３m2の膜面積を実現する。 

 

③-2-3 モジュール化技術の開発 

（１）管状基材を用いたモジュール化技術 

中間目標（平成２３年度末） 

 マルチエレメントモジュールを想定し、モジュール化した際に、研究開発項目③-2-1、③-2-2

で開発する分離膜性能（透過度、分離係数）を最大限に引き出すためのマルチエレメント格納容

器の設計をし、その構造実現に必要な要素技術を見極める。 

最終目標（平成２５年度末） 

 検討項目③-2-1 で開発する分離膜特性（透過度、分離係数）の６０％以上を有するモジュール

製造のための基盤技術を確立する。 

（２）多チャンネル型基材を用いたモジュール化技術 

中間目標（平成２３年度末） 

使用条件に耐えるシール材料を選定する。 

最終目標（平成２５年度末） 

管状型分離膜と同等のシール性能を確認する。 

（３）膜分離解析モデル・シミュレーターの開発 

中間目標（平成２３年度末） 

・ 分離膜の簡易的な１次元モデル・シミュレーターを開発する。 

・ 膜モジュールシミュレーター開発のベースとなる３次元解析用モデルを開発する。 

最終目標（平成２５年度末） 

・ 膜モジュールの設計手法を開発し、設計ツールを開発する。 

・ 管状型膜モジュールシミュレーター及び多チャンネル型膜モジュールシミュレーターを開発



 

19 

する。 

 

③-2-4 試作材の実環境評価技術の開発 

（１）実環境評価検討 

中間目標（平成２３年度末） 

・ 開発する分離膜モジュールの性能を十分に引き出せるサイズを確定し、配置場所、流体の流

路方向、気体状態を維持するための効率的な保温、液体発生時の対策等を考慮し、モジュー

ルの製造とリンクさせた実環境試験フローを設計する。 

最終目標（平成２５年度末） 

・ ２００時間連続運転によるモジュールの耐用性能評価を可能とするシステムを開発し、実用

化のための技術課題を抽出する。 

・ プロセスシミュレーションにより、膜分離システムを組み込んだ分離プロセスを提案する。 

（２）プロセスシミュレーターの開発 

中間目標（平成２３年度末） 

・ 既存の蒸留システムに分離膜モジュールを組み合わせたＨｙｂｒｉｄなプロセスシステムを

対象としたプロセスシミュレーターを開発する。 

最終目標（平成２５年度末） 

・ 既存の蒸留システムとのエネルギー効率、コストの比較を容易に行えるようなシステムを開

発する。 

・ プロセスシミュレーターを用いて、イソプロピルアルコール系を対象として最適な高効率・

低コスト分離プロセスを設計する。 

 

なお、本研究開発終了後、実用化技術として、コスト低減、早期の市場導入に対して大きな寄

与が期待できる技術レベルを確立すること。 
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研究開発項目③-3 「資源生産性を向上できる革新的プロセス及び化学品の開発」 

（副生ガス高効率分離・精製プロセス基盤技術開発） 

 

１．研究開発の必要性 

現在、産業分野から排出される３．２億ｔ－ＣＯ２／年のうち、約２０％が化学工業から排出さ

れている。化学プロセスでは、加熱や蒸留に伴う燃料消費でのＣＯ２発生がある一方で、化学反応

に伴う低濃度の副生ガスとしてのＣＯ２発生がある。いずれの場合においても、希薄、低温、低圧

レベルで発生するため、ＣＯ２の分離は化学吸着、物理吸着、膜分離等により技術的に回収するこ

とが可能であっても、従来技術では経済性の観点から困難を極めている。同様に他の化学プロセ

スでも低濃度の副生ガスとしてＮ２、Ｎ２Ｏ 、ＣＨ４、Ｃ２Ｈ６、ＮＯｘ 、ＳＯｘ等が発生している

場合があり、これらの低濃度の副生ガスを取り除くために大量のエネルギーが消費されている。

これらの低濃度の副生ガスは、分離、濃縮されれば、汎用の基礎化学品へ転換、ＣＯ２削減と資源

制約からの脱却という我が国の抱える２つの課題を同時に解決することが期待できる。 

本研究開発では、多孔性金属錯体等のような革新的な材料を用いて、燃焼や化学反応に伴う低

濃度の副生ガス（以下「副生ガス」という。）を、低温、低圧で効率よく吸着、脱離する技術を開

発し、高濃度に濃縮された副生ガスにより有用な化学品をクリーンに生産するための基盤技術の

確立を行う。 

 

２．研究開発の具体的内容 

（１）副生ガス高効率分離・精製プロセス基盤技術開発 

研究開発目標を達成するため、具体的に下記の内容の研究開発を実施する。 

副生ガスの回収は、化学吸着、物理吸着、膜分離等により技術的に可能であるものの、現在使用

されている化学吸着材料では、脱離プロセスで高温エネルギーが必要であったり、物理吸着材料

や膜分離材料では、吸着量が小さかったり、分子透過に伴う膜設計が困難であったりと、現状で

は、基礎基盤的な開発段階にある。 

本研究開発では、化学プロセス、石油化学プロセス等の生産プロセスから発生する副生ガス(主

としてＣＯ２)を、マイルドな条件で効率よく吸着、脱離することで、高濃度に濃縮された副生ガ

スを、①高純度、②低コスト、③低エネルギーで精製できる革新的な材料を開発し、濃縮された

副生ガスを原料として有用な化学品をクリーンに生産できるプロセスにつなげる。 

 

３．達成目標 

（１）副生ガスの高効率分離･精製プロセス基盤技術開発 

中間目標（平成２３年度末） 

①副生ガスの分離・精製材料開発 

・副生ガスの分子サイズに合わせた多孔性金属錯体等の分子設計を行い、副生ガスとしてのＣＯ２

等を高濃度（９５％以上）に濃縮でき、かつ高選択に分離する材料を開発する。具体的には、

現在実用されているゼオライト、活性炭等の分離材料に比べて低い操作エネルギーで高選択的

に副生ガス（ＣＯ２等）を吸着・脱離できる新規材料（副生ガスの吸着エネルギーが４０ｋＪ／
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ｍｏｌ以下、分離度（吸着相と気相における目的成分のモル分率比）が１５０以上である材料）

を開発する。 

②副生ガスによるグリーンプロセス技術 

・９５％以上に濃縮された副生ガスを原料として、目的生成物の選択率が６０％以上となる化学

プロセスに関する試設計を行う。 

 

最終目標（平成２５年度末） 

①副生ガスの分離・精製材料開発 

・副生ガスの分子サイズに合わせた多孔性金属錯体等の分子設計を行い、副生ガスとしてのＣＯ２

等を高濃度（９９．９％以上）に濃縮でき、かつ高選択分離する材料を開発する。具体的には、

現在実用されているゼオライト、活性炭等の分離材料に比べて低い操作エネルギーで高選択的

に副生ガス（ＣＯ２等）を吸着・脱離できる新規材料（副生ガスの吸着エネルギーが３０ｋＪ／

ｍｏｌ以下、分離度（吸着相と気相における目的成分のモル分率比）が３００以上である材料）

を開発する。 

 

②副生ガスによるグリーンプロセス技術 

・９９．９％以上に濃縮された副生ガスを原料として、目的生成物の選択率が８０％以上となる

化学プロセスに関する試設計を行う。 

 

なお、本研究開発終了後、実用化技術として、コスト低減、早期の市場導入に対して大きな

寄与が期待できる技術レベルを確立すること。 
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研究開発項目③-4 「資源生産性を向上できる革新的プロセス及び化学品の開発」 

（微生物触媒による創電型廃水処理基盤技術開発） 

１．研究開発の必要性 

化学産業のＣＯ２排出量は我が国産業中第2位（全排出量の約５％）であり、このうち約１６％

が石油化学プラントで排出されているが、製造プロセスの他産業廃水の処理に伴って多大なエネ

ルギーが消費され、発生する大量の汚泥処理も含め大量のＣＯ２発生源となっている。 

このため、本研究開発では、廃水中の有機物を微生物が分解する際に生ずる電気エネルギーを

効率よく取り出し、廃水処理システム自体の運転に活用し、併せて汚泥の大幅削減を図るための

微生物燃料電池の実用化に必要な基盤技術を開発する。 

 

２．研究開発の具体的内容 

（１）微生物触媒による創電型廃水処理基盤技術開発 

研究開発目標を達成するため、ベンチスケールの微生物燃料電池を開発し、実証試験を行って

安定した廃水処理、省エネルギーのための運転技術を確立する。具体的には、下記の内容の研究

開発を実施する。 

①触媒の開発 

微生物燃料電池のカソード（陽極）に適した安価な酸素還元触媒の開発、及び微生物アノード

（陰極）の電気化学的解析を行う。  

②カソードの開発 

安価な電極基板材料を開発することにより、ベンチスケールの微生物燃料電池のカソード用空

気拡散電極を開発する｡ 

③アノードの開発 

微生物親和性が高く安価な電極基板材料を開発することにより、ベンチスケールの微生物燃料

電池のアノードを開発する｡ 

④微生物制御技術の開発 

電流生成微生物の代謝経路の網羅的解析を行って、廃水に適合した発電微生物集団を迅速に形

成させる技術、及び微生物集団を安定に機能させるための技術を開発する。  

⑤効率化システムの開発 

廃水処理前後工程を考慮した効率化システムの開発を行う｡ 

⑥実証試験 

①～⑤で開発した小型実証装置（１立方メートル程度）を用い、安定した廃水処理、省エネル

ギー化を実証し、安定した廃水処理、省エネルギーのための最適な運転技術を確立する。  

 

３．達成目標 

（１）微生物触媒による創電型廃水処理基盤技術開発 

最終目標（平成２７年度末） 

開発した小型実証装置（１立方メートル程度）により、廃水処理率が現行の活性汚泥処理と同

等以上で、かつエネルギー消費が２０％以下となることを確認する。 
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なお、本研究開発終了後、実用化技術として、コスト低減、早期の市場導入に対して大きな寄

与が期待できる技術レベルを確立すること。 
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研究開発項目④ 「化学品原料の転換・多様化を可能とする革新グリーン技術の開発」 

 

１．研究開発の必要性 

化学製品の大半は石油由来の原料から製造されており、これは現在の石油消費量の約２０％を

占める。将来的に、石油資源自体の供給リスクを克服して、持続可能な低炭素社会を実現してい

くためには、化学製品の製造において使用される石油由来原料を石油以外の原料へ転換・多様化

していくことが必要である。 

そのためには、汎用的に入手可能な原料、例えば、気体原料（メタン、水素、二酸化炭素等）

や非可食性植物由来原料（糖類、アルコール類、有機酸、セルロース、ヘミセルロース、リグニ

ン、油脂等）から有用な化合物を省エネルギー・高効率に製造するプロセスの開発やそれらの化

合物の利用を促進する技術の開発を行い、化学品原料の転換・多様化を可能とする全体システム

として製造プロセスの高度化・多様化を実現し、ライフサイクルにわたる二酸化炭素の排出の抑

制及び化学産業・化学製品のグリーン化を図っていく必要がある。 

 

２．研究開発の具体的内容 

（１）化学品原料の転換・多様化を可能とする革新グリーン技術の開発 

研究開発目標を達成するため、具体的に下記の内容の研究開発を実施する。本研究開発では、

将来的な実用化を念頭に置き、出発原料から化合物、更には高機能化部材までの全体システムと

して高機能化、低コスト化、省エネルギー化、高効率化の観点から、製造プロセスの高度化・多

様化に資する技術開発を行う。そのために、個別の出発原料である気体原料（メタン、水素等）

を選択的に分離・貯蔵等することにより、化合物の合成等への利用を促進する技術や植物由来原

料（糖類、アルコール類、有機酸、セルロース、ヘミセルロース、リグニン、油脂等）から有用

な化合物（中間体、モノマー、ポリマー等）を合成するプロセス及びこれらのプロセスから得ら

れる化合物や既存の非化石由来原料から得られる化合物を用いた高機能化部材を製造するプロセ

スの開発を行う。 

 

具体的には、以下の研究開発を行う。 

 

④-1 気体原料の高効率利用技術の開発【平成２１～２２年度】 

・石油由来原料に代えて、気体原料（メタン、水素等）の選択的な分離・貯蔵等により、化合物

の合成等への利用を促進する基盤技術の開発を行う。 

 

④-2 植物由来原料から化合物を合成するプロセスの開発【平成２１～２２年度】 

・石油由来原料に代えて植物由来原料（糖類、アルコール類、有機酸、セルロース、ヘミセルロ

ース、リグニン、油脂等）を使用することにより有用な化合物を省エネルギー・高効率に合成す

るプロセスの基盤技術の開発を行う。 

 

④-3 高機能化部材の製造プロセスの開発【平成２１～２２年度】 

・④-1、④-2 で得られる化合物や既存の非石油原料由来の化合物を用いた新規ポリマー製造プロ

セスの開発やこれらの化合物を用いた材料化プロセスの開発を行い、化学品原料の転換・多様化

を促進する高機能化部材の開発を行う。 

 

平成２２年度補正予算(第１号)等による追加予算の充当に伴い、本プロジェクトの研究項目④

-4、④-5 の追加及び期間延長を行う。 
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④-4 気体原料の化学品原料化プロセスの開発【平成２２～２４年度】 

 ④-1 及び既存の転換・多様化プロセスを組み合わせて、石油由来原料からの転換・多様化を、

より多角的に進めるため、豊富に存在する気体（メタン、水素、二酸化炭素等）の利用技術の開

発を行う。具体的には、高効率な分離・精製技術等により、従来は原料としての利用が困難であ

った低品位の気体（バイオメタン等の混合ガス）を利用するための分離・精製プロセスや、既存

のプロセスと比較して、低環境負荷で、かつ、総合的に二酸化炭素排出量の低減が可能となる気

体原料を利用した新規製造プロセスの開発を行う。 

本技術開発により、コストあるいはその他の要素（不純物低減、二酸化炭素低減等）が既存プ

ロセスと比較して優位なものとなり、将来的な石油資源からの置き換えを可能とし、化学品原料

の転換・多様化を実現する。 

 

④-5 植物由来原料からの化合物・部材製造プロセスの開発【平成２２～２４年度】 

④-2、④-3 及び既存の転換・多様化プロセスを組み合わせて、非可食性植物由来原料から化合

物・部材までを省エネルギー・高効率に製造する一貫生産プロセスの開発を行う。 

開発する製品・部材はセルロース、ヘミセルロース、リグニン、油脂等の特徴をいかした製品・

部材やポリエステル、ポリアミド等の含酸素系樹脂等の製造するプロセスであり、原料の構造的

な特徴をいかすこと等により、分離・精製や成形・加工のプロセスを含めて、省エネルギー・高

効率に製造できるプロセスを開発する。 

開発するプロセスは既存の石油系から製造するプロセスよりも省エネルギーであり、石油由来

のものを代替することによる二酸化炭素の削減効果を含めて、低炭素社会の実現に貢献する。ま

た、開発する製品・部材については、既存の石油由来の製品と同等以上の性能・コストであり、

将来的な普及により、大規模に化学品原料の転換・多様化を実現する。 

 

本研究開発は、幅広いプロセスが対象となるため、テーマ選定に当たっては、開発の難易度、

研究開発実施体制、実現可能性、２０２０年及び２０３０年の市場創出効果、原料転換の効果及

び二酸化炭素削減効果を総合的に判断する。 

 

３．達成目標 

（１）化学品原料の転換・多様化プロセス技術開発 

平成２２年度補正予算(第１号)等による追加予算の充当に伴い、本プロジェクトの研究内容の

見直し及び期間延長を行う。それに伴い、従来の最終目標を平成２２年度末目標とし、新たに平

成２３年度末目標及び２４年度末目標を設定する。目標・計画については、平成２４年度以降の

研究開発費の確保状況、当該研究開発の進捗状況等を総合的に勘案し、見直しを行う。 

 

平成２２年度末目標 

④-1 気体原料の高効率利用技術の開発 

・省エネルギー・高効率利用技術の可能性の実証 

 

④-2 植物由来原料から化合物を合成するプロセスの開発 

・省エネルギー・高効率合成プロセスの可能性の実証 

 

④-3 高機能化部材製造プロセスの開発 

・新規ポリマー製造プロセスの可能性の実証 
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・新規の材料化プロセスの可能性の実証 

 

なお、本研究テーマは「明日の安心と成長のための緊急経済対策（平成２１年度補正予算（第

２号））の一環で短期間に実施するため、詳細な目標については採択者が決定した後、ＮＥＤＯ、

研究開発責任者及び採択者との間で協議の上、実施期間において実現可能なものを定めるものと

する。 

 

平成２３年度末目標 

④-4 気体原料の化学品原料化プロセスの開発 

気体原料を用い、従来の石油由来原料から製造されるものに対して、市場での競争力のある基

盤技術としての可能性を実証する。 

 

 具体的には、以下のいずれかのレベルを達成すること。 

 

・低品位な気体原料（混合ガス）から高品位な基幹化学品を製造するための分離・精製等の基

盤技術の開発を行い、併せて製造プロセスへの適用条件の検討により、得られる基幹化学品が

現行品に対して、特性・コスト面等で同等以上となる可能性を示す。 

 

・気体原料から基幹化学品等を合成する新規製造プロセスの基盤技術の開発を行い、併せて製

造プロセスへの適用条件の検討により、得られる基幹化学品等が、既存製品、プロセスと比較

して、環境負荷を低減し、二酸化炭素削減が可能となる見通しを示す。 

 

④-5 植物由来原料からの化合物・部材製造プロセスの開発 

非可食性植物由来原料から化合物・部材までを従来の石油由来から製造されるものよりも省エ

ネルギー・高効率であり、市場でのコスト競争力のある一貫生産プロセスの可能性を実証する。 

  

具体的には、以下のいずれかのレベルを達成すること。 

 

・植物由来原料からポリエステル、ポリアミド等のポリマーを合成するプロセスの開発を行い、

ポリマーの試作・評価を行うとともに、スケールアップを行うための課題を抽出することによ

り、代替するポリマーと比較して、性能・コスト面で同等以上との見通しを得る。 

 

・セルロース、リグニン、油脂等の植物由来原料の特徴をいかした材料化プロセスの開発を行い、

自動車、家電等に材料の試作・評価を行うことにより、要求される基礎特性を満たすことを確

認するとともに、部材を製造するための課題を抽出することにより、代替する実部材と比較し

て、性能・コスト面で同等以上との見通しを得る。 

 

平成２４年度末目標 

④-4 気体原料の化学品原料化プロセスの開発 

気体原料を用い、従来の石油由来原料から製造されるものに対して、市場での競争力が見込め

るレベルの実証を行う。 

 

 具体的には、以下のいずれかのレベルを達成すること。 
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・低品位な気体原料から基幹化学品を製造する分離・精製プロセスの開発において、スケール

アップ評価により量産時の課題を整理し、特性・コスト面等で市場での競争力が見込める生

産プロセスの試設計を行う。 

 

・気体原料を利用した基幹化学品等を合成する新規製造プロセスの開発において、スケールア

ップ評価により量産時の課題を整理し、既存プロセスと比較して、環境負荷を低減し、二酸

化炭素削減が可能となる生産プロセスの試設計を行う。 

 

④-5 植物由来原料からの化合物・部材製造プロセスの開発 

非可食性植物由来原料から化合物・部材までを省エネルギー・高効率に製造する一貫生産プロ

セスであり、市場でのコスト競争力のあるプロセスの確立が見通せるレベルを実証する。 

 

具体的には、以下のいずれかのレベルを達成すること。 

・植物由来原料からポリエステル、ポリアミド等のポリマーを合成する製造プロセスのスケール

アップに必要な要素技術の開発を行い、代替するポリマーと比較して、性能・コスト面での優

位性を確認する。 

 

・セルロース、リグニン、油脂等の植物由来原料の特徴をいかした材料を用いた自動車、家電等

へ適用する部材の製造・加工プロセスの開発を行い、代替する実部材と比較して、性能・コス

ト面での優位性を確認する。 

 

本開発終了後、実用化技術として、コスト低減、早期の市場導入に対して大きな寄与が期待で

きる技術レベルを確立することとする。 

 

なお、詳細な目標・計画については採択者が決定した後、NEDO、研究開発責任者及び採択者と

の間で協議の上、実施期間において実現可能なものを定めるものとする。 

 


